２００６年度薬害根絶デー参加報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　薬被連　小山

　九州Ｃ型肝炎訴訟判決を６日後に控えた残暑厳しい中で、今年も８．２４薬　  害根絶デーが実施されました。大阪Ｃ型肝炎訴訟の判決でもわかりますように国の責任を認めたにもかかわらず、国は、判決後控訴し、国民の声を無視する形になりました。それに対する憤りが、今年の根絶デーをより熱いものにしたかもしれません。

さて、今回も文部科学省交渉と厚生労働省交渉を中心に報告させて頂きます。（要望書は前回のニュースで送付させて頂いておりますので、交渉における質問項目とその回答を掲載します。）

　大きなトピックスとしては、文部科学省交渉に文部科学大臣が初めて参加して挨拶されたこと（別紙参照）。また「誓いの碑」前の要望書提出の場には、川崎労働大臣が参加し、根絶デーに両大臣が出席したことは初めてで、今後の取り組みの弾みとなるように期待しています。

日程

文部科学省交渉　　　　　　１０：００～１１：３０

リレートーク　　　　　　　１２：００～１２：５０

「誓いの碑」の前行動　　　１３：００～１３：２０

厚生労働省交渉　　　　　　１４：００～１６：００

記者会見　　　　　　　　　１６：３０～１７：３０　　　　　　　　

報告集会　　　　　　　　　１８：３０～２０：００

朝宣伝（有楽町マリオン前でチラシ等も配布）　　９：３０～１０：３０

パレード（厚生労働省近辺）　　　　　　　　　１３：３０～１４：３０　

原告・市民・学生懇談会　　　　　　　　　　　１５：００～１７：３０

薬害弁連総会・学習会　　　　　　　　　　　　１５：３０～１８：００

要望・質問書に対する回答
＜文部科学行政全般に関して＞
＜公教育（小・中・高）に関して＞
【１】私たちは、子どもたちを薬害の被害者にも加害者にもしたくないという思いから、次回の小学校・中学校・高等学校の学習指導要領の改訂時には、薬害の歴史や薬害再発防止に寄与する自然科学的・社会科学的・人権教育的な教育の充実を求め、学習指導要領にその旨の記載がなされること、さらに実際に教科書に、被害者の視点に立った薬害の歴史や、消費者の立場にたった健全な医療消費者教育をすすめるための記述がなされることがとても大切であると考えています。具体的には学習指導要領の中で「公害」と併記する形で「薬害」を併記してほしい旨の要望を続けてきましたが、昨年２月28日の国会で、文部科学大臣がそのことに対して非常に前向きな答弁をして頂くと共に、昨年の交渉時には、私たちの要望を中央教育審議会の場で伝えていただく旨の発言を頂きました。その後の経緯をお教えいただくと共に、ぜひ、次回の改訂時での実現を改めて要望します。
回答

学習指導要領の全体の見直しを中央審議会で継続しているところです。薬害に関しましては、中、高校の社会科で基本的人権の尊重や消費者保護、企業の役割と責任といったような内容と関連して、教科書にも記述されています。中央教育審議会の下の各教科部会の専門部会、社会・地理・歴史・公民などの社会科専門部会に、昨年度、要望書を配布したところです。
学習指導要領の方向性について検討しているところで、具体的なことにつきましては、様々な課題の中で教育的見地から審議中。
【２】前々回の交渉で「薬害防止教育や医療消費者教育の推進のために、薬害被害を受けた当事者の視点に立った薬害の歴史や、薬を使用する消費者として必要な項目を記載した教科書の副教材となる冊子を作成し、全国の子どもたちに配布して下さい」とハンセン病のパンフレットのような副教材の作成をお願いしたところ、「厚生労働省から依頼があれば実行したい」旨の前向きな回答を頂きました。しかし、その際の文部科学省と厚生労働省の役割分担が不明瞭なまま実行に向けて進んでいない状況があり、昨年度は、文部科学省と厚生労働省の事務レベルで連絡をとりあう旨の発言を頂きました。これまでの経緯と今後の具体的な手順を明示して頂いた上で、実行に向けての動きを始めて頂きますよう要望します。
回答

副教材の冊子につきましては、昨年度話し合いました経緯から、厚生労働省へ参り、趣旨を伝え、話して働きかけていますが、厚生労働省におきまして、パンフレットの作成は決定している状況ではありませんが、引き続き働きかけていきたいと考えています。　　　　　　　　　　　　

　　　
＜高等（専門）教育に関して＞　　　　　　　
【１】2002年３月25日に、ＣＪＤ薬害の被害者と国との間で交わされた和解確認書の『我が国で医薬品等による悲惨な被害が多発していることを重視し、その発生を防止するため、医学、歯学、薬学、看護学部等の教育の中で過去の事件などを取り上げるなどして医薬品の安全性に対する関心が高められるよう努めるものとする』という一文の主旨に沿って、医学・歯学・薬学・看護学部の教育のカリキュラムで、薬害再発防止のために具体的に過去の薬害を学ぶことなどの取り組みをする義務があります。これらの具体的な進捗状況について明らかにして下さい。また、薬害教育の推進のために、文部科学省と厚生労働省との連携はどのように行われているかを明らかにして下さい。
回答

医学分野においては、モデルコアカリキュラムで学習してもらっている。医学、歯学と薬学、看護は少し別であるが、基本的には学習してもらうので、医薬品の適正使用や代表的な薬害の例、原因、社会的背景などについて理解するもの。

被害者の声を聞くと言うことで講義もしている。専門的分野、人権学習の観点からもしています。厚生労働省の関係ではモデルコアカリキュラムについては、協力者会議などで厚生労働省にも参画してもらって医学教育について検討しています。それぞれ重要と考えているので連絡を密にしていくつもりです。
【２】薬害教育の講義は、被害者をはじめとして、医療関係者のみならず、社会学や社会福祉学などの教員も含めて年間を通して行われるよう要望します。また、薬害教育の講義は、「薬害防止」の観点だけでなく、被害者や遺族に対する国・製薬企業の対応の歴史や、被害者や遺族への差別の問題や支援のなされ方など、社会との関係についても行われるよう要望します。
回答

薬害教育防止４年間で歴史的なものであるとか、被害者への差別問題、支援のされ方、社会学との関係を学習することは重要であると思っています。
大学で教育が行われるように、医学部長会などいろんな機会をとらえて働きかけています。今後とも取り組んでいきたいと思っております。
【３】ここ数年まとめて頂いている「薬学問題に対する各大学の取り組み状況」に関して今年度現在のものを明らかにして下さい。またこの調査に関しては、今後当分の間毎年状況把握をして下さい。薬害を知らない医療従事者がつくられてしまわないよう、今後とも、各大学において、薬害被害者の声を直接聞く等、適切な医療倫理・人権学習等がなされていくよう指導を充実させて下さい。
回答

　このような事業も重要と考えている。徐々にではあるが増えていると認識している。被害者の意見、体験を訊くことは今後も調査して把握していく。実施状況７９大学中２２２９大学中１（配付資料Ｎｏ―１参照）
【４】今後行われる予定の医学・薬害教育等の問題を議論する文部科学省の審議会や検討会にどのようなものがあるか明らかにして下さい。そして、その議論に、私たち全国薬害被害者団体連絡協議会に属する薬害被害者が委員として参加できるようにして下さい。
回答

モデルコアカリキュラムの中で、大学関係者、ジャーナリスト、企業経験者、学識経験者など幅広い分野から来てもらって審議してもらっていますが、全体として幅広い議論が出来るように考えている。
＜生涯学習に関して＞
【１】全国の自治体で実施されている消費者教育・人権学習などにおいて、薬害問題を含める医療問題や医療消費者教育などがどれほど取り上げられているかについて調査してください。また、（財）人権教育啓発推進センター等で、それらの具体的な実施例をパンフレット等に作成して全国に配布するなどして、医療と人権の問題について国民に周知する努力をして下さい。
回答

　昨年も申し上げましたが、年間市町村６６万件学級講座等がある。一件一件把握する調査は困難。地域のニーズに応じて取り組んでいるが、対象も幅広い人を対象としています。
人権教育の取り組みは、把握する必要はあるが、昨年度、都道府県単位で調査しましたが、その結果が冊子となる予定で、７００件程度です。ＨＩＶ感染者やハンセン病の方々に関する人権課題の取り組みは１２０件。
人権教育啓発センターによって、人権関係の事業についてデータベース化してホームページで公開していますが、医療関係２２１件、ＨＩＶ項目では７６７件という講座があります。
パンフは作っている。今度は医療関連のパンフを要望している。薬害問題一本では、パンフ作成は難しいが、医療と人権とかＨＩＶの冊子問題とか取り上げるようにパンフを要望しています。
　作成する方向で行きたいが、経済的な面は、団体の自主種的な事業としているので、積極的に働きかけていきたい。
【２】前回の交渉で、昨年１０月の自治体の人権担当者を集めた会議の中で、生涯教育の中で薬害教育等を推進することの重要性について周知させる旨のお話しがありました。その場でどのような形で周知され、その結果、どのような影響が出てきているかを明らかにして下さい。
回答

昨年度、鳥取県で約１２０名の教育担当者に、人権課題ある中で薬害問題もあるということを説明しているところ。昨年行って、今年どういう影響なり、効果が出ているかどうかについての把握は調査等していないので、出来ていない。今年は１１月に青森で県も同様の部長会議があるので、取り組んでもらうように要望していきたい。
＜国立大学法人付属病院に関して＞
【１】国立大学法人付属病院で、薬害被害者や医療被害者の声を直接聞く職員研修を積極的に実施して下さい。特に、全国薬害被害者団体連絡協議会の関係者を講師に招く取り組みを始めて下さい。
回答

職員の研修は取り組んでいるが、病院の事務部長会議や医学部長会議などで話しているところです。
被害者、ご家族の方に話を取り組んでいるところでございます。こういった取り組みを続けて働きかけていく。
【２】国立大学法人付属病院において、本人及び遺族からカルテ開示請求はどれくらいあったかの調査を今年度分も実施して下さい。また、今後当分の間、この調査を続けて下さい。さらに、昨年度の非開示事例の内、「診療への支障」を理由にしたものについては、請求者がそのことについて納得しているのかどうか等、事後の患者と病院との信頼関係の問題についても調査して下さい。
回答

カルテ請求１０６２件中、開示は１０４３件。非開示は２件あり。問題はないと伺っている。（配布資料Ｎｏ－２参照）
【３】本年３月６日付で、厚生労働省は全国全ての保険医療機関等に対して「患者から求めがあれば、個別の診療報酬点数の算定項目のわかる明細書の発行に努めること」と通知しました。これを受けて、今年５月１２日の国会で、厚生労働大臣は「国立高度専門医療センターの内の４病院では、受付窓口など患者の目に付くところに、レセプト並みの詳細な明細書の発行が可能である旨を表示するよう指示し、既に無料での発行が可能な状態になっている」旨の答弁と、さらに「国立高度専門医療センターの残りの４病院と、国立病院機構や大学病院その他でも進めていく」旨の答弁がなされています。これからの医療の見本となるべき全ての大学附属病院の窓口で、レセプト並みの詳細な明細書の無料発行と、発行が可能であることの掲示がなされているかを確認し、まだのところには至急に対応するように指示して下さい。
回答

８月現在国立大学病院で患者が求めに応じて発行しているのは１１大学、無料で発行しているのは１０大学、発行が可能である旨、院内掲示は２大学。今後とも働きかけていきたい。
《「誓いの碑」の前行動》
　報道関係者や各団体参加者や支援者等が見守る中、川崎労働大臣に要望書を提出。また九州肝炎訴訟の原告代表が早期解決の文書を手渡した。（左写真参照）

川崎大臣は悲惨な薬害を発生することのない様に、設置した「誓いの碑」で職務の責任の重さを片時も忘れることなく、誠心誠意全うするようにつとめさせて頂く趣旨の発言があった。

この前には省前で被害者の代表がリレートークで被害の実態を訴えていたが、初めてタミ

フル（インフルエンザの薬）による副作用で息子を亡くされた被害者も参加していた。

厚生労働省交渉要望書回答

1、過去に血液製剤等によるウイルス性肝炎感染が拡大したのは、国の薬務行政・血液行政等の不備によるものだ、と考えます。これら感染被害者の全面救済を早急に実現してください。

回答

訴訟中であるが、フィブリノゲン製剤は承認後も命を救ってきた。産婦人科会でも存続の要望が出された。現在も有用性は認められる。国際的にも責任を問われるものではない。

厚生労働省としてＣ型肝炎の緊急総合対策を実施して、肝炎ウィルス検査の実施と治療対策実施に取り組んでいきたい。

２．改正薬事法の成立を踏まえ、一般用医薬品の陳列や情報提供の在り方等に関する協議の場を設けてください。

回答

６月に成立したところで細かいところは決めていかなければならない。施行は３年後。薬害被害者も含めていろいろな意見を伺っていいものにしていきたい。

まだ決まっていない。組織が立ち上がっていない中で。現時点において決まっていない。協議せずにすることはない。

３．陣痛促進剤（子宮収縮剤）の副作用による産科医療事故が後を絶ちません。昨年、母子保健課の陣痛促進剤に関する認許の甘さが指摘されたところですが、母子健康手帳や母親教室のテキストに陣痛促進剤リスク説明の記載を早急に実現してください。

回答

記載については、新たに検討する必要があると思っているが、具体的なものはこれからである。医薬食品局と相談しながらと考えている。

　　はっきりしない回答だったので、「リスク説明を載せてほしい」ということの要望について、「どういうような書き方が適正なのか、内容についても十分考えていく」という回答。さらに、「考えていくというのは具体的に勧めていくということなのか、しないのか」と再度、問いただしても、はっきりしない回答であった。→後日、事務局に連絡をくれるように依頼。

4、医薬品副作用被害及び生物由来製品等感染被害の救済制度について、その救済対象や給付内容、手続き等の見直しについて検討をはじめてください。具体的には、①抗がん剤を対象とすること、②医療費・医療手当の請求期限「2年」の見直し、③胎児死亡の救済、④介護者への手当、⑤障害者自立支援法による自己負担分の補償などです。

回答

①医薬品副作用救済制度におきましては、法律上ガンその他特別疾病に使用されることが目的とされている医薬品であって、厚生労働大臣が指定するものについては、制度の対象外とされています。具体的には、厚生労働大臣の告示により、抗ガン剤等が除外医薬品として指定されているところです。

こうした措置は、重篤な疾病等の治療のため患者にとって、高い頻度の重い副作用の発生が予想されるべき医薬品についてまで医薬品制度販売業者の全体の社会的責任に基づく負担で給付を行う制度で、治癒が困難であると考えられることに基づくもの。

ご指摘の抗ガン剤に関しましても、個々の医薬品において予想される副作用の頻度が重篤性を勘案し、先ほどの考え方に基づき除外医薬品と形にされている。

今の段階でこれを抗ガン剤を対象にするということは困難である。

②医薬品副作用救済制度における医療費や医療手当の請求期限は、予防接種被害者救済制度や労働災害保険補償制度における類似の給付も二年となっている。他の類似のものと比較しても請求機関は短いとは思われないが、「短いのではないか」との被害者団体から延長の要望が多いことは承知していて、昨年、医薬品機構でも実態調査を行いましたので、関係方面の考え方等も聞きながら、検討していく必要があると考えている。

③我が国においては、過失責任主義である不法行為責任等の民事責任制度とは別に製薬企業の社会的責任を除き、医薬品を適正に使用したにも係わらず、発生した副作用による健康被害の迅速的な救済ということで、製薬企業の拠出金により医療費、障害年金の救済給付を支給する制度が設けられている。このため、陣痛促進剤により胎児が死亡し、母親に重篤な健康被害が発生した場合には支給は合致することになりますので、母親には医療費をお支払いしているところ。なお母親に重篤な健康被害が発生しなくても、胎児が死亡した場合に母親に対して、救済支給をすべきということですが、民法では「胎児は人と認められていない」ため、死亡について特別な支給を行うことは困難。この救済制度は、日本独自のもので他国では例をみないもの。

　製薬企業の社会的責任に基づいているもので、民法の不法行為等の慰謝料と同様のものとは考えられない。ご指摘の点については現在のところは書き換え困難。

④⑤医薬品救済制度と民事責任とは別に医薬品の製薬企業の社会的責任に基づいて医薬品によって生じた副作用被害に対して、迅速に救済給付を行う制度でございます。医薬品の副作用により、重篤な生涯のある方につきまして、生活補填を目的として、障害年金の支給されているところで、その給付は均等を考えて給付されている日本独自のものとして創設以来、製薬企業の社会的責任によって運営されていることを考えますと現在のところは書き換え困難。

5、予防接種における安全確保のために、①副作用情報の迅速な収集、その評価と活用の体制づくり、及び②重大な副作用が疑われた際、迅速に接種中止の判断を行い、被害を最小限にとどめる体制づくり、また③MMR大阪高裁判決が指摘したワクチンメーカーへの指導監督義務の遂行、等々を早急に具体化してください。

回答

①②副反応報告と健康状況調査を行っている。前者は医師が予防接種後、何らかの副反応が出たときに都道府県を通じて国に状況報告をする。後者につきましては、予防接種後一ヶ月において腫れや熱が出るなどの副反応がなかったかどうか、任意でアンケートを行っている。それらをまとめて年に一回まとめて、検討会を行っている。

検討会を年一回だったのを、回数を増やす方向で考えている。具体的には決まっていないが、少なくても年二回多ければ四回開く回数の検討を行おうとしている。

③Ｈ７までは原則として都道府県が行っていた。Ｈ１６年度から医薬品医療機構により、製造等について５年ごとに立ち入り検査を行っている。合間に行う立ち入り検査。職員人数を増員するなど薬事監視の体制の強化に取り組んでいる。厚生労働省と医薬品機構と連携を行っていく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６．薬害の被害拡大防止や医療安全確保のために、患者と医療者が情報共有できるよう、医療機関の窓口で薬剤名なども全て記載されたレセプト相当の詳しい明細書を、全ての患者に発行するよう取り組みを始めていただきたい。とくに、診療記録をＩＴ化した医療機関についてはすみやかに明細発行を実現するよう指導してください。

回答　

「基本的には説明は行っていて、医療機関にすべて義務づけることは困難。検討していく。」との回答。

　５月の国会で同様の質問を議員がしたところ、大臣は「もうすでに処方箋で書いているはずだ。」と答弁があったが、それは誤解があり、家に持ち帰る薬であって、薬害エイズなどでは、わからなかった。また、薬害肝炎で血液製剤がフィブリノゲンかどうか分からなかったので、困っている。そこを何とかしてほしい」と言っていることに対して、「病院で医者に訊くことは可能です。」という回答。→その後、紛糾し、担当者が謝罪。

７、医師の処方箋なしで医療用医薬品が販売されるという報道（テオフィリン錠他）がありました。こうした事態を踏まえ、厚生労働省は、一般用医薬品販売業者に対する監督体制を強化してください。

回答

事実関係としては、横浜市内に薬店で医療用医薬品としていました。購入した患者に急性中毒と疑われる症状になって、明らかになった。会社が自主的に点検して法人数は２８、店舗数は７６７、１４品目程度。許し難いもので、違法販売。おおかたの店舗はＨ１７の規制緩和になった直後に販売されていて、未回収であった。一部Ｈ１８年でも販売していたところもあった。

都道府県が調査して、関係団体について点検。秋に地方自治体に半年間かけて一斉監視指導の重点として販売がないように取り組んでいく。

国には処分は出来ない都道府県で悪質な者には都道府県が処分することになるが、状況を見て判断することになります。

○その他

質問

「午前中、文部科学省との協議を行ったが、文部科学省の回答は年２回厚生労働省に出向いて話したが、厚生労働省は乗り気ではない」とのことだが。

回答

「厚生労働省で作って頂くのであれば、配布はします。」との話は文部科学省からありました。また「こちらから文部科学省にご活用下さいとことであれば、配布はさせて頂くが、授業につきましては、各学校の判断に任せる」とのこと。「学習指導要領に載らなければ、授業に取り上げることは出来ない。改訂作業に、被害者団体から要望あったので、検討している。」とのことでした。副読本について、薬害の歴史だけでは難しいので、予算化は難しい。医薬品の適正に絡めて、出すしかないのかなと思っている。１８年度には予算は乗っていません。

１９年度予算ではないが、学校薬剤師を活用して医薬品適用使用についてピーアールすることを検討していると言うことでしかない。見通しは０ではない。ハンセンの時は、交渉時に国が直接名誉回復する約束をしたので、その一環として副読本を作ったと訊いています。

《報告集会》
午後６時３０分から東京弁護士会館クレオ２階において、約１６０名の参加者が集まり、弁護士や支援者で結成された実行委員会主催で、各交渉やリレートーク、Ｃ型肝炎訴訟などの報告があり、暑い長い一日が終わった。

